
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
福岡県 うきは市

人 口
面 積
標準財政規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

32,615
117.55

8,613,253
15,211,325
14,592,166
367,035

人(H22.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値
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財政力指数 [0.40]
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.1%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[114,183円]

類似団体内順位

19/88
全国市町村平均

115,856
福岡県市町村平均

108,927

(円)

270,000

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

242,370

94,329

144,058134,538138,155136,292136,605

H21H20H19H18H17

114,183
110,965111,265111,285113,546

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.1]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.14人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [10.3%]

類似団体内順位
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将来負担の状況

将来負担比率 [102.5%]

類似団体内順位
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

うきは市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
○財政力指数
   平成１７年３月合併以降財政基盤の強化に努めているところであるが、依然として類似団体平
均を下回っている。平成２１年度は、法人関係の減収等により指数としては、昨年度より０．０２ポ
イント下回った。今後、行政改革大綱・総合計画に沿って歳出削減に努めるとともに、企業誘致
の推進・市税の徴収強化等に取り組み、自主財源の確保を行い財政基盤の強化に取り組む。

○経常収支比率
   昨年度より１．１ポイント改善し、８９．１％と類似団体平均の水準であるが、改善の要因は地
方交付税の増額によるところが大きく、今後とも合併特例事業債の償還が増加するため、事務
事業の見直し・事業の再構築を進め、経常収支比率が上昇することのないよう努める。

○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
   人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口１人当たりの金額は、類似団体平均を下
回っており、今後、指定管理者制度の拡充を図る等により経費削減に努める。

○ラスパイレス指数
  97.1％と類似団体平均を上回っており、職員構成により昨年度より０．９ポイント上昇している。
今後、給料体系の検討等一層の給与の適正化に努める。

○将来負担比率
   普通交付税の増額に伴う標準財政規模の増、財政調整基金及び公共施設等整備基金残高
の増により類似団体を下回っているが、これらについては不確実な面があるため、今後も公債費
等義務的経費の削減を中心とする行財政改革を進め、財政の健全化に努める。

○実質公債費比率
   起債事業の適切な実施に配慮し、類似団体の中では低位の１０．３％となっているが、昨年度
から１．４ポイント上昇した。今後、合併特例事業債の償還額・公営企業への繰出金の増加が見
込まれるため、安易な起債発行を行うことのないよう努めていく。

○人口１，０００人当たり職員数
   合併後、定年退職者等の不補充による削減を行い定員管理の適正化に努め、集中改革プラ
ンに定める「平成２２年４月１日までに職員数７．２％」の削減を達成した。今後とも不断の見直し
に努めていく。



歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福岡県 うきは市

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

32,615
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当　該　団　体　値

類似団体内平均値
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

   ○人件費
      退職者の不補充等により定員管理の適正化に努めてきたことにより、類似団体と比較すると人件費に係る経常収支比率は
   低くなっている。今後と も不断の見直しにより、人件費の抑制に努める。

  ○物件費
     物件費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは、経常的な賃金等によるものと思われる。今後、業務体制の
  見直しに努め、一層の物件費の抑制を図る必要がある。

  ○扶助費
     扶助費に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っている要因としては、生活保護費の増が考えられる。今後、扶助費の増加を
  考慮しながら適切な財政運営に努める。

  ○公債費
     公債費に係る経常収支比率は類似団体を下回っているが、上昇傾向にある。今後、合併特例事業債の償還額の増加が見込ま
  れており、今後の起債発行について、事業内容の精査を行い、起債発行総額の抑制に努める。

  ○補助費等
     補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っている要因としては、一部事務組合等に対する負担金が多額となってい
  るためである。特に、ごみ処理施設の整備に充てた起債の償還が続いていくため、今後、一層の補助金・負担金の見直しを行っていく。

  ○普通建設事業費
     決算額は合併に伴う建設事業が一段落したため、昨年度より大きく減少した。また、類似団体平均と比較して人口１人当たり決算
  額は下回った。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,227,735 68,304 88,199 ▲ 22.6
賃金（物件費） 255,122 7,822 6,018 30.0
一部事務組合負担金（補助費等） 406,566 12,466 6,498 91.8
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,292 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 49,937 1,531 3,415 ▲ 55.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 28,132 863 1,881 ▲ 54.1
▲退職金 ▲ 179,314 ▲ 5,498 ▲ 11,046 ▲ 50.2
合計 2,788,178 85,488 96,257 ▲ 11.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.14 9.84 ▲ 2.70
ラスパイレス指数 97.1 96.0 1.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,344,677 41,229 69,677 ▲ 40.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 22 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 454,040 13,921 21,063 ▲ 33.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

194,001 5,948 4,675 27.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

215,142 6,596 2,497 164.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 17 -

▲特定財源の額 ▲ 43,847 ▲ 1,344 ▲ 4,790 ▲ 71.9
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,323,246 ▲ 40,572 ▲ 55,122 ▲ 26.4

合計 840,767 25,779 38,038 ▲ 32.2

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福岡県 うきは市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,761,234 51,934 ▲ 40.6 64,690 ▲ 8.8 ▲ 31.8

うち単独分 935,112 27,574 ▲ 48.6 39,427 12.4 ▲ 61.0

2,549,960 75,926 46.2 65,235 0.8 45.4

うち単独分 1,410,025 41,984 52.3 35,265 ▲ 10.6 62.9

2,527,955 75,997 0.1 56,233 ▲ 13.8 13.9

うち単独分 1,629,566 48,989 16.7 32,240 ▲ 8.6 25.3

3,807,289 115,635 52.2 57,848 2.9 49.3

うち単独分 1,862,165 56,558 15.5 33,469 3.8 11.7

2,209,155 67,734 ▲ 41.4 79,008 36.6 ▲ 78.0

うち単独分 948,403 29,079 ▲ 48.6 46,014 37.5 ▲ 86.1

過去５年間平均 2,571,119 77,445 3.3 64,603 3.5 ▲ 0.2

うち単独分 1,357,054 40,837 ▲ 2.5 37,283 6.9 ▲ 9.4

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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人口1人当たり決算額の推移
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歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福岡県 うきは市

当該団体値 類似団体平均値


